
株式情報

証券コード 6118

上場証券取引所 東京証券取引所
発行可能株式総数     188,149,000株
発行済株式総数 　  59,662,021株
自己株式数 　　5,320,791株※

単元株式数 100株
株主数 7,720名
株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社

※  自己株式数は、各株式給付信託（J-ESOP）及び役員株式給付信託（BBT）における当社
株式の再信託先である株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式
4,302,862株を含めた数字です。

大株主の状況（上位10名）

株価と出来高の推移

氏名又は名称 所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,787 8.16
株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）※2 4,302 7.34
第一生命保険株式会社 2,610 4.45
日本生命保険相互会社 2,587 4.41
明治安田生命保険相互会社 2,516 4.29
株式会社みずほ銀行 2,179 3.72
アイダエンジニアリング取引先持株会 1,653 2.82
会田　仁一 1,433 2.44
MSIP CLIENT SECURITIES 1,351 2.30
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,133 1.93
※1  当社は自己株式1,017,929株を保有しています。 
所有株式数の割合は、発行済株式の総数から自己株式を控除した株式数（58,644,092株）を基準に算出しています。

※2 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）は、各株式給付信託（J-ESOP）及び役員株式給付信託（BBT）における当社株式の再信託先です。

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3
期間高値（円） 1,151 1,586 1,441 1,053 1,040 1,192 1,051 1,039 966 1,299
期間安値（円） 696 889 635 584 656 842 760 802 676 730
期末株価（円） 988 1,286 798 691 994 1,057 817 889 895 1,071

 株価（左軸上）　　ーTOPIX（左軸下）　　■出来高（右軸）

所有者別
株式分布状況
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リスク管理体制

経営戦略に係るリスクについては、関連部門においてリ
スクの分析と対応策の検討を行い、必要に応じて取締役会
や経営会議で審議を行っています。日常的な業務運営に係
るリスクについては、その内容に応じて各部門で対応する
もののほか、安全衛生委員会、PL委員会、輸出管理委員会、

リスクアセスメント推進委員会等の全社横断的な委員会も
しくはプロジェクトチームを編成する等、経営への影響度
により機動的な管理体制を敷いて対応しています。また、
自然災害等への危機管理については、事業継続管理マニュ
アル、事業継続計画を定めています。

情報セキュリティの取り組み

当社は、内部からの情報漏洩を防止する制度として「文
書管理規程」、「企業機密に関する管理規程」、「アイダ情報
ネットワークシステム管理規程」等を制定・運用しています。
業務で使用するソフトウエアの管理やインターネットアクセ
スの監視・制限を実施するほか、社内で使用するパソコン
については、ウイルス・不正アクセス等を監視するソフトウ
エアを導入しています。また、海外グループ会社からの社
内システムへのリモートアクセスに対する管理も行ってい
ます。さらに、IT監査の一環として、主要な当社グループ会
社のウイルス対策の実施状況を年1回以上は確認し、セキュ
リティや情報管理の体制を整えています。2026年には情
報セキュリティへの対応力を強化するため、関連規程を制

定し、情報セキュリティインシデント対応チーム（CSIRT）を
新設しました。高い技術力を有する当社の技術情報及びノ
ウハウの漏洩、知的財産権の侵害は、経営基盤を揺るがす
事態を招きかねません。そのため、技術情報保護に関して
は、機密の対象となる図面情報への従業員のアクセスを制
限するほか、第三者に開示する場合は守秘義務契約を締結
して対応しています。図面情報は暗号化し、外部の機器で
は情報を取り出せない仕組みを講じています。また、知的
財産保護のため、国内外で積極的に特許取得に取り組んで
います。
以上のように情報セキュリティ対策及び技術情報や知的
財産権の保護を徹底し、事業戦略の推進を支えています。

コンプライアンスの仕組み

当社は「アイダグループ企業倫理ホットライン制度」※を導
入し、外部弁護士並びに内部統制監査室に内部通報窓口
を設置しています。また、コンプライアンスに係る状況につ
いては、国内外グループ各社から報告を受ける体制を敷い
ており、その適切な運用と法令遵守の実効性向上に努めて 
います。
通報や報告は、内部統制担当役員へ集約され、その重要

性に応じてコンプライアンス委員会や取締役会にも報告さ
れ、速やかに是正措置及び再発防止措置を講じています。
なお、「AIDA企業理念」、「アイダグループ行動指針」、「アイ
ダグループ企業倫理ホットライン制度」の周知徹底を図る
ため、内部統制監査室が各種社内研修を実施しています。

コンプライアンス
当社は、内部統制の充実を図るため、コンプライアンス委
員会を設置しています。また、法令遵守と高い倫理観に基
づいた事業活動を行うため、「AIDA企業理念」、「アイダグ
ループ行動指針」、「サステナビリティ基本方針」及び「アイ
ダグループ人権方針」を定めています。行動指針では、あら

ゆる関係者の尊厳と基本的人権を尊重し、人間尊重の精神
にあふれた企業風土を築き上げることを謳い、国内のみな
らず海外グループ会社にも各国語版を配布し、周知徹底を
図っています。

※  当社グループのコンプライアンス経営を強化するため、法令違反や不正行為等のコンプラ
イアンス違反の発生又はその恐れのある状況を知った時に通報受付窓口に通報する制度

コーポレート・ガバナンス

2026年3月31日現在

統合報告書 2026 38

ガバナンスビジョンを実現する戦略価値創造ストーリーイントロダクション 財務・会社データ

37 アイダエンジニアリング株式会社

財務・会社データ
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